
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     ５日、雇用・能力開発機構滋賀センターに申し入れる議員と市民 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆
保
障
な
い
「
定
期
契
約
」

 

一
方
、
２
０
０
３
年
１０
月

以
降
に
入
居
し
た
人
は
、
「
定

期
借
家
契
約
」
。「
機
構
」
側
は
、

「
説
明
会
も
必
要
な
い
」
と
一

片
の
通
知
だ
け
で
明
け
渡
し

を
迫
っ
て
い
ま
す
。
し
か
も
、

何
の
保
障
も
な
い
、
非
常
な
追

い
出
し
で
す
。
事
前
の
調
査
で

は
ほ
ぼ
半
数
が
「
定
期
契
約
」

で
し
た
が
、
今
回
調
査
で
は
四

割
強
で
、
各
宿
舎
で
は
、
す
で

に
引
っ
越
し
し
た
人
が
目
立

ち
ま
す
。
「
今
の
仕
事
を
辞
め

て
別
の
仕
事
を
探
さ
な
い
と

生
活
で
き
な
い
」（
岩
根
）
、「
定

期
契
約
の
人
に
も
補
償
し
て

ほ
し
い
」
（
草
津
）
、
「
転
居
す

る
に
も
お
金
が
い
る
。
初
期
費

用
だ
け
で
も
３
０
万
円
は
い

る
」
（
水
口
）
、
「
外
国
人
だ
か

ら
他
の
と
こ
ろ
は
貸
し
て
く

れ
な
い
」（
水
口
）「
妻
は
病
院

に
通
っ
て
い
る
。
引
っ
越
す
に

も
預
金
が
な
い
。
転
居
先
も
見

つ
か
ら
な
い
」（
水
口
）
な
ど
、

入
居
者
か
ら
は
、
や
り
場
の
な

い
怒
り
と
明
日
へ
の
不
安
の

声
が
口
々
に
語
ら
れ
ま
し
た
。

 

◆
転
居
先
見
つ
か
ら
な
い 

 

「
何
に
不
安
を
感
じ
て
い
ま

す
か
」
の
問
い
に
は
、
「
転
居
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「
緊
急
ア
ン
ケ
ー
ト
」
は
、

８
月
２４
日
・
２５
日
の
両
日
、

議
員
や
党
支
部
員
が
直
接
各

戸
を
訪
問
し
て
、
聞
き
取
り
ま

し
た
。 

 

◆
６
割
弱
が
１０
年
以
上 

 

特
徴
は
、
１０
年
以
上
住
み

続
け
て
い
る
人
が
全
体
の

５６
％
。
な
か
で
も
世
帯
主
が

７０

歳
代
と
い
う
家
庭
の
場

合
、
全
員
が
１０

年
以
上
で
、

「
九
州
か
ら
出
て
き
た
。
急
に

言
わ
れ
て
も
困
る
」
（
守
山
）
、

「
鹿
児
島
か
ら
出
て
き
て
３８

年
。
も
う
鹿
児
島
に
は
戻
れ
な

い
。
子
ど
も
が
京
都
に
い
る

が
、
新
し
い
環
境
に
は
不
安
」

（
守
山
）
、「
家
賃
は
駐
車
場
入

れ
て
月
２
１
，
１
７
５
円
。
こ

れ
以
上
の
家
賃
だ
っ
た
ら
生

活
で
き
な
い
」（
水
口
）
な
ど
、

年
金
暮
ら
し
の
高
齢
者
か
ら

は
「
（
こ
の
場
所
で
）
住
み
続

け
た
い
」
と
切
々
と
訴
え
ら
れ

て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
世
帯
の

多
く
は
「
普
通
借
家
契
約
」
で
、

一
定
額
の
「
立
ち
退
き
料
」
が

支
払
わ
れ
る
と
い
う
こ
と
で

す
が
、
六
割
以
上
が
「
明
け
渡

し
に
応
じ
ら
れ
な
い
」
「
応
じ

た
く
て
も
転
居
先
が
み
つ
か

ら
な
い
」
と
訴
え
て
い
ま
す
。

 

先
が
す
ぐ
に
見
つ
か
ら
な
い
」

が
最
も
強
く
７６
％
、
次
い
で

「
家
賃
が
高
く
な
る
の
で
は
」

が
７１
％
。
次
い
で
「
預
金
が

な
い
」
５４
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。
き
ち
ん
と
し
た
説
明
が
さ

れ
て
い
な
い
こ
と
や
「
相
談
す

る
と
こ
ろ
が
な
い
」
と
い
う
の

も
、
よ
り
不
安
を
か
り
た
て
て

い
る
要
因
で
す
。 

 

◆
構
造
改
革
が
原
因 

  

雇
用
促
進
住
宅
は
、
も
と
も

と
政
府
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

の
転
換
で
炭
鉱
が
閉
鎖
さ
れ
、

離
職
者
の
雇
用
と
住
居
を
確

保
す
る
こ
と
が
目
的
で
ス
タ

ー
ト
。「
郷
里
は
九
州
」「
入
居

し
て
３０
年
以
上
」
が
多
い
の

は
そ
の
た
め
で
す
。
そ
の
後
、

国
の
「
住
宅
政
策
５
カ
年
計

画
」
に
も
位
置
づ
け
ら
れ
、
公

営
・
公
団
住
宅
と
同
様
に
公
的

住
宅
政
策
の
柱
で
し
た
。
今
回

の
突
然
の
明
け
渡
し
は
、
小
泉

構
造
改
革
に
端
を
発
し
、
自

民
・
公
明
の
福
田
政
権
が
昨
年

１２
月
の
閣
議
決
定
で
、
売
却

業
務
を
民
間
に
委
託
す
る
こ

と
で
よ
り
「
前
倒
し
」
で
明
け

渡
し
を
迫
っ
て
い
る
も
の
で

す
。 

「
紙
切
れ
一
枚
で
突
然
出
て
い
け
、
と
は
ど
う

い
う
こ
と
か
」
「
預
金
も
な
い
。
引
っ
越
し
費

用
も
、
こ
れ
以
上
の
家
賃
も
払
え
ん
。
ど
う
す

れ
ば
い
い
の
か
」
…
雇
用
促
進
住
宅
の
入
居
者

か
ら
不
安
と
戸
惑
い
、
怒
り
の
声
が
広
が
っ
て

い
ま
す
。
独
立
行
政
法
人
「
雇
用
・
能
力
開
発

機
構
」
が
２
０
１
１
年
度
ま
で
住
宅
を
廃
止
・

譲
渡
す
る
た
め
、
入
居
者
に
突
然
「
明
け
渡
し
」

を
命
じ
て
き
た
た
め
で
す
。
事
態
を
重
視
し
た

日
本
共
産
党
湖
南
地
区
委
員
会
は
、
草
津
・
守

山
・
湖
南
・
甲
賀
市
内
の
五
宿
舎
、
４
０
８
世

帯
全
戸
に
「
緊
急
ア
ン
ケ
ー
ト
」
を
実
施
、
実

態
や
要
求
の
聞
き
取
り
を
も
と
に
、
５
日
に

は
、
雇
用
・
能
力
開
発
機
構
滋
賀
セ
ン
タ
ー
に

対
し
て
、
「
入
居
者
の
合
意
の
な
い
ま
ま
強
制

退
去
は
す
る
な
」
と
申
し
入
れ
ま
し
た
。 

 

日
本
共
産
党
の
国
会
議
員
や
地
方
議
員
に
よ
る
厚
生
労
働
省
と
の
交
渉
、
入
居
者
の
実

態
を
ふ
ま
え
た
申
し
入
れ
に
、
厚
生
労
働
省
が
一
部
方
針
を
変
更
し
ま
し
た
。 

① 

あ
ら
た
め
て
す
べ
て
の
宿
舎
で
「
住
民
説
明
会
」
を
開
き
、
そ
の
の
ち
、
「
通
知
」

す
る
。
こ
れ
に
よ
り
契
約
終
了
期
限
は
実
質
一
年
延
長
さ
れ
る
こ
と
に
。 

② 

定
期
借
家
契
約
に
つ
い
て
も
、
「
住
民
説
明
会
」
を
開
く
。
そ
の
間
に
契
約
期
間
満

了
を
迎
え
た
場
合
、
さ
ら
に
二
年
間
延
長
す
る
再
契
約
を
結
ぶ
。 

③ 

高
齢
者
な
ど
退
去
が
困
難
な
場
合
、
一
定
期
間
の
退
去
期
限
猶
予
も
検
討
。 

 

申
し
入
れ
に
は
、
西
川
仁
県

議
、
久
保
秋
雄
草
津
市
議
、
小

牧
一
美
守
山
市
議
、
小
松
正

人
、
山
岡
光
広
の
両
甲
賀
市

議
、
松
井
け
い
子
党
湖
南
市
政

策
委
員
長
、
木
村
眞
佐
美
党
湖

南
地
区
女
性
児
童
部
長
と
各

宿
舎
の
入
居
者
ら
１８
名
が
参

加
し
ま
し
た
。 

 
こ
の
な
か
で
、
８
月
か
ら
順

次
説
明
会
を
開
く
予
定
だ
っ

た
が
、「
機
構
」
中
央
か
ら
『
一

時
中
止
』
と
い
う
連
絡
が
入
っ

た
こ
と
が
明
ら
か
に
。
ま
た

「
な
ぜ
こ
の
宿
舎
が
対
象
と

な
っ
た
の
か
」
と
の
質
問
に

は
、
そ
の
理
由
に
つ
い
て
全
く

答
え
ら
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。
参

加
者
は
口
々
に
、
「
き
ち
ん
と

し
た
説
明
を
」
「
一
方
的
な
退

去
は
や
め
て
」
と
口
々
に
訴
え

ま
し
た
。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本共産党国会議員団が厚生労働省に申し入れた５項目 
 

① 入居者の理解を得ない一方的な住宅廃止決定を白紙に戻し、「入居

説明会」の開催に連動した再契約拒絶通知を中止すること。 

② 定期借家契約を含めて、入居者の声を充分に聞き、事情をよく理解した

上で納得のいく話し合いを行い、一方的な住宅廃止や入居者退去を強行

しないこと。 

③ 種々の事情で雇用促進住宅からの退去が難しい入居者には、入居継続を

認めるほか、納得を得て同一住宅内の別棟や近隣住宅への移動により居

住権を保障すること。 

④ 地方自治体への売却が適当と認められる場合には、固定的な価格提出に

固執することなく、柔軟な態度で自治体当局と協議を尽くし、入居者に

とって最善の結果が得られるようにすること。 

⑤ ワーキングプアと呼ばれる人たちをはじめ、低賃金等によりアパートな

ど住居を確保できない人達の住宅対策として、耐震補強など大規模な修

繕を前提にした雇用促進住宅の新たな活用方法を早急に検討すること。


